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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，天然ガス鉱業

会（JGA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を改正すべき

との申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これ

によって，JIS M 8010:1993 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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天然ガス計量方法 

Measuring methods of quantity of natural gas 

 
序文 

この規格は 1963 年に制定され，その後に 4 回の改正を経て今日に至っている。前回の改正は 1993 年に

行われたが，各流量計及び物性値算出方法の最新技術に対応するために改正した。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，オリフィス流量計，容積流量計，渦流量計又は超音波流量計を用い，天然に産するメタン

を主成分とする可燃性天然ガス及び LNG 気化ガスの燃料ガス（以下，ガスという。）を計量する方法につ

いて規定する。 

この規格は，ガスが熱的・成分的に安定で均質であり，計量を行う管路において，管路内を気相だけが

充満して定常的に流れる場合に適用できる。 

警告 この規格の使用者は，一般的な試験操作に精通していることが望ましい。この規格は，安全に

関する全ての問題に対する処理を網羅していない。したがって，安全及び健康に関する適切な

基準の遵守，並びに全ての法規制に従うことは，この規格の使用者の責務である。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格のうちで，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）

は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS K 2301 燃料ガス及び天然ガス－分析・試験方法 

JIS Z 8762-1:2007 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 1 部：一般原理及び要求事項 

JIS Z 8762-2:2007 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 2 部：オリフィス板 

ISO/IEC Guide 98-3:2008，Uncertainty of measurement－Part 3: Guide to the expression of uncertainty in 

measurement (GUM:1995) 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

3.1 

標準状態（normal condition） 

温度 0 ℃，絶対圧 101.325 kPa，相対湿度 0 %としたガスの状態。変数に添え字 N を用いることによっ

て，標準状態での値であることを表す。 


